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HTTR では、新規制基準への対応の一環として新たに多量の放射性物質等を放出するおそれのあ

る事故（BDBA）の想定を行うとともに、BDBA の拡大防止対策を定めた。このうち、使用済燃料貯蔵プ

ールに係る冷却水漏洩によって発生する BDBA の拡大防止対策においては、大洗研究所の消防自

動車を BDBA の拡大防止対策機器として選定し、揚水性能等の要求性能を定めて検査で確認した。

これにより、消防自動車は使用前事業者検査に合格し、HTTR の運転再開に貢献した。 
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HTTR has newly assumed Beyond Design Basis Accident (BDBA) as part of conformity 

assessment with the new regulatory standards and has established measures to prevent the spread of 

BDBA. Among these measures, to prevent the spread of BDBA caused by cooling water leaks from 

spent fuel storage pool, the Oarai Research Institute’s fire engine was selected as an equipment to 

prevent the spread of BDBA, and required performances such as pumping water performance were 

determined. After all required performances were confirmed by inspections, the fire engine passed the 

operator’s pre-use inspection and contributed to the restart of the HTTR operations.  
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1. はじめに 

 

2011 年 3 月に発生した東北地方太平洋沖地震及びそれに伴い発生した東京電力福島第一原子

力発電所事故後、その反省から日本の原子力規制基準は大幅に見直され1)、新規制基準として新た

に設計基準を超える事故への対策に係る規制が導入された。これを受けて、日本原子力研究開発機

構（原子力機構）の大洗研究所に設置されている HTTR2)（高温工学試験研究炉: High Temperature 

engineering Test Reactor）においても、新たに「多量の放射性物質等を放出するおそれのある事故

（BDBA：Beyond Design Basis Accident）」を想定した 3)。 

HTTR における BDBA としては、原子炉本体に係る BDBA と使用済燃料貯蔵設備に係る BDBA を

想定しており、使用済燃料貯蔵設備に係る BDBA は、1)原子炉建家使用済燃料貯蔵プールに関する

BDBA と 2)使用済燃料貯蔵建家使用済燃料貯蔵セルに関する BDBA を想定している。このうち、「1)

原子炉建家使用済燃料貯蔵プールに関する BDBA」では、通常時にプール水を冷却しているプール

水冷却浄化設備、非常用発電機等が簡易な補修で復旧できない場合、消防自動車を使用して HTTR

機械棟の共用水槽又は大洗研究所内にある夏海湖の水を使用済燃料貯蔵プールに注水する対策を

実施することとしている 4)。この対策では、消防自動車や消防用ホース等を BDBA の拡大防止対策機

器として利用することから、消防自動車等を設計及び工事の計画の認可（以降、「設工認」と記載する）

の対象機器とした。 

設工認の対象機器とした消防自動車の設計仕様を定める際、実際の使用において重要となる要素

の一つとして、消防自動車を基準として「高低差 6.5 m 以上の条件下で揚水が可能なこと」が挙げられ

る。本設計仕様を定めたことから実際に性能が担保されているのかを確認するための検査が必要とな

った。この性能に関する確認検査は、大洗研究所で管理している消防自動車の販売元である日本機

械工業株式会社にとっても初となる性能の確認であった。このため、品質マネジメント活動を実施した

上で、実際に高低差 6.5 m の条件下で揚水の可否を確認する検査を実施した。この結果、設定された

条件下で機能が要求を満足することを確認した。使用前事業者検査では、この記録を用いて検査を受

検し合格した。また、本 BDBA の拡大防止対策機器として、大洗研究所の既存の消防自動車を使用

することとしたため、予算削減及び短期間での審査対応が可能となった。 

なお、試験研究炉の BDBA の拡大防止対策機器として、消防自動車の設計仕様として「高低差

6.5 m 以上を揚水できること」という条件を取り入れたのは初めての試みとなった。これにより、HTTR は

2020 年 6 月に新規制基準への適合に対する原子炉設置変更許可を取得し、2021 年 4 月に設計及び

工事の計画の認可（全 4 分割）を取得し、2021 年 7 月に運転を再開した 5、6)。 

本報では、原子炉建家使用済燃料貯蔵プールに関する BDBA 対応として実施した消防自動車の性

能検査について報告する。 
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2. BDBA 対策機器としての消防自動車への要求 

 

2.1 原子炉建家使用済燃料貯蔵プールに関する BDBA の想定 

新規制基準では、新たに設計基準を超える事故に対する対策の規制が強化され、HTTR において

も新たに BDBA を想定した。HTTR では、BDBA として 3 つの原子炉に係る BDBA と 2 つの使用済燃

料貯蔵設備に係る BDBA を想定している。このうち、使用済燃料貯蔵設備に係る BDBA については、

以下の 2 つの設備に関する BDBA を想定している 3)。 

 

1) 原子炉建家使用済燃料貯蔵プール 

2) 使用済燃料貯蔵建家使用済燃料貯蔵セル 

 

原子炉建家使用済燃料貯蔵プールに関する BDBA の想定及び評価は、以下のとおりである 4）。 

 

・ 原子炉建家内のプール水冷却浄化設備の冷却機能が、地震等の外部事象を含む何らかの原因

により喪失する。 

・ 評価においては、解析モデルの上端は断熱とし、側面及び下面は貯蔵ラック表面のプール水の

自然対流を考慮した熱伝導、また貯蔵プール周囲のコンクリートへの放熱を考慮する。使用済燃

料の評価条件として、原子炉設置変更許可申請書に記載されている核設計値を基に濃縮度は平

均濃縮度である 5.9 wt％、燃焼度は炉心全体の平均燃焼度である 22,000 MWd/t とし、保守的な

条件として、燃料の炉内からの取出し及び使用済燃料貯蔵プールへの貯蔵までの期間を理想的

な条件で最速で実施した場合の期間である原子炉停止後 40 日経過と設定し、これらの条件の使

用済燃料 150 体(1 炉心)を貯蔵しているものとする。加えて、貯蔵ラック計算モデルでは下部及び

側部を断熱条件として設定した。 

・ 図 2.1 に示す位置で貯蔵プールの外に設置されている配管が破損したことを想定した場合、使用

済燃料貯蔵プール水の流出(瞬時流出とした想定)によりプール水冷却浄化設備の冷却機能が喪

失するため、使用済燃料貯蔵プール水の温度は徐々に上昇し、約 15 日で 100 ℃に到達する。こ

の場合の使用済燃料貯蔵プール水の温度評価例を図 2.2 に示す 4）。 

・ その後、使用済燃料貯蔵プール水の蒸発により冠水維持できなくなると、空気への自然対流熱伝

達による冷却により燃料温度は約 130 ℃/日で上昇し、約 24 日で使用済燃料貯蔵ラックの温度

は強度を確保できなくなる 800 ℃に至る。 

・ その後、使用済燃料の温度はさらに上昇し、燃料の許容設計限界温度である 1,600 ℃に至るお

それがあり、使用済燃料が破損に至る可能性がある。 

・ 図 2.3 に示すように逆止弁と使用済燃料貯蔵プールより低い位置に設置されている配管が破断し、

サイフォン効果により使用済燃料貯蔵プール水の全量が流出することを仮定した場合、使用済燃

料貯蔵ラックの温度は約 6 日で 800 ℃に至り、その後使用済燃料が破損する可能性がある。 

ただし、サイフォン効果によりプール水位の低下が発生した場合でも、プール水位低下を示す

警報が約 3 分後に発信され、これをもとにサイフォンブレイクのための措置を講ずることで、プール

水の流出は通常水位より 60 cm 低下しないまでに止めることができる。 
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2.2 消防自動車を使用した BDBA の拡大防止の対策 

原子炉建家使用済燃料貯蔵プールにおいて、プール水冷却浄化設備が冷却機能を喪失する事故

が発生した場合、燃料の許容設計限界温度である 1,600 ℃を超えることで使用済燃料が破損し、多量

の放射性物質等の放出のおそれがあることから、事故の拡大防止及び放射性物質の放出による被ば

くの影響を緩和するために以下のような措置を講ずる 4）。 

 

a. プール水冷却浄化設備のポンプ及び非常用発電機が簡易な補修等により復旧可能な場合は

復旧し、使用済燃料をできるだけ早く冷却する。 

b. プール水冷却浄化設備が復旧できない場合、純水供給設備のポンプが簡易な補修等により復

旧可能な場合は拡大防止のために復旧し、使用済燃料をできるだけ早く冷却する。 

c. 純水供給設備が復旧できない場合、拡大防止及び影響緩和のために共用の消防自動車から

純水供給配管（補給水系配管）の接続口に仮設ホース等を接続し、使用済燃料貯蔵プールに

注水を行う。 

d. HTTR 機械棟の共用水槽及び夏海湖の貯水等の水源を利用する。 

e. 可搬型計器等により水位を確認する。本監視に必要な盤については、基準地震動による地震力

に対して十分な耐震性を有する設計とする。 

 

上記 c. 及び d. に関しては、消防自動車を使用して、水源からの水を HTTR 原子炉建家付近に運

び、注水することを意味する。大洗研究所の消防自動車を図 2.4 に示す。また、使用済燃料貯蔵プー

ルへの注水イメージ及び緊急注水用ホース接続イメージを図 2.5 及び図 2.6 に示す。 

 

2.3 消防自動車への要求性能 

上記の対策を実施するため、設工認申請書において、消防自動車の設計条件を以下とした 7）。 

 

1) 消防用吸管を用いて、HTTR 機械棟の貯水槽、夏海湖から消防自動車の水槽へ揚水できること。 

2) 消防自動車から補給水系配管まで（距離：約 40 m）を送水できること。 

3) 使用済燃料貯蔵プールに 1 日当たり 3.0 m3 給水できること。 

 

この設計条件を満足するための設計仕様を以下とした。 

 

1) 高低差 6.5 m 以上を揚水できること。 

2) ポンプが動力消防ポンプの技術上の規格を定める省令における B-2 級以上 

3) 1.0 m3 以上の水槽を装備していること。 

 

高低差は、過去数年間の夏海湖の水位を基にして、図 2.7 に示す揚水の実施を想定している取水

位置に消防自動車を駐車した場合の吸水口の下端から夏海湖の水面までの高低差を約 6 m と想定し、

さらに 0.5 m の余裕を見込んで 6.5 m と設定した。 
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失するため、使用済燃料貯蔵プール水の温度は徐々に上昇し、約 15 日で 100 ℃に到達する。こ

の場合の使用済燃料貯蔵プール水の温度評価例を図 2.2 に示す 4）。 

・ その後、使用済燃料貯蔵プール水の蒸発により冠水維持できなくなると、空気への自然対流熱伝

達による冷却により燃料温度は約 130 ℃/日で上昇し、約 24 日で使用済燃料貯蔵ラックの温度

は強度を確保できなくなる 800 ℃に至る。 

・ その後、使用済燃料の温度はさらに上昇し、燃料の許容設計限界温度である 1,600 ℃に至るお

それがあり、使用済燃料が破損に至る可能性がある。 

・ 図 2.3 に示すように逆止弁と使用済燃料貯蔵プールより低い位置に設置されている配管が破断し、

サイフォン効果により使用済燃料貯蔵プール水の全量が流出することを仮定した場合、使用済燃

料貯蔵ラックの温度は約 6 日で 800 ℃に至り、その後使用済燃料が破損する可能性がある。 

ただし、サイフォン効果によりプール水位の低下が発生した場合でも、プール水位低下を示す

警報が約 3 分後に発信され、これをもとにサイフォンブレイクのための措置を講ずることで、プール

水の流出は通常水位より 60 cm 低下しないまでに止めることができる。 
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HTTR 機械棟の共用水槽は、機械棟の地上階の床面から水槽の底までの高低差が約 2 m であるこ

とから、最大でも高低差は約 3 m と想定されるため、設計仕様を満足する消防自動車により揚水が可

能である。HTTR 機械棟の共用水槽及び夏海湖からの揚水からの揚水のイメージを図 2.8 及び図 2.9

に示す。 

使用済燃料貯蔵プールへの注水を行うための機器として設工認申請書に記載した機器を表 2.1 に

示す。消防ポンプの性能は、動力消防ポンプの技術上の規格を定める省令にて定められており、各級

と級別の性能は表 2.2 に示すとおりである。この中で B-2 級の消防ポンプは、一般的に可搬型消防ポ

ンプに使用されており、カタログ等から性能上 6.5 m の揚水が可能であることを確認している。使用済

燃料貯蔵プールへ注水するためには、約 40 m を送水する必要があるが、注水は地上に駐車した消防

自動車から地下にある配管まで送水することとなるため、放水性能を特に要求するものではない。なお、

約 40 m は一般的な消防用ホース 2 本分であり、B-2 級の消防ポンプであれば十分送水可能である。 

他の試験研究炉において、プール等へ注水するために可搬型消防ポンプ等の使用を定めている場

合があるが、設計仕様としては、消防用ポンプの級で送水性能を定めており、揚水性能を設計仕様とし

て定めていることは HTTR の特徴的なポイントである。 

消防自動車の水槽の容量は、１日の使用済燃料貯蔵プールの水の蒸発量を保守的に 3.0 m3 と評

価し、1 日に 3 回注水することを想定して 1.0 m3 と設定した。大洗研究所内の消防自動車の移動、揚

水、注水に要する時間を考慮しても 1 日に 3 回の注水は十分に余裕を持って実施することができる。な

お、図 2.10 に示す銘板のとおり、大洗研究所の消防自動車の水槽容量は設計仕様を上回る 1,500 L

（1.5 m3）である。 
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3. 消防自動車の揚水性能検査 

 

3.1 揚水性能検査の方法 

設計仕様のうち「高低差 6.5 m 以上を揚水できること」を確認するための揚水性能検査は、消防自動
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と同時に、特に製造から 20 年以上経過している大洗研究所の消防自動車にとっては厳しい条件であ
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(1) 品質マネジメント活動 
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ル（技術課）（HTTR-QAS-04）”に基づき調達管理の力量を付与された者が“大洗研究所調達

管理要領（大洗 QAM-02）”に基づき実施した。 
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マネジメントシステムの下で力量を有する者により、校正・管理された測定機器を使用して適切に
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の交換を行った。具体的には、消防用吸管、グランドパッキン、吸水口や吐水口等のパッキン、止水弁、

ドレンバルブなどの揚水性能に影響する（真空漏れの原因となる）部品の交換を行った。部品交換後

に「動力消防ポンプの技術上の規格を定める省令」に定められている、1)ポンプの 1 の吸水口に当該

吸水口と同径の標準吸管を取り付け当該吸管の外端をふさいだ状態において、真空ポンプを定格回

転速度で回転を開始したときから 30 秒以内に当該外端における空気圧が回転を開始した時点の大気

圧の 84 %に達すること及び 2)真空ポンプを停止したときから 30 秒間における真空漏れが 1.3 kPa 以下

であることについて簡易的な確認を行った。これにより、6.5 m の揚水性能検査を達成できる見込みで

あることを確認した。 

立会検査は、以下の流れで実施した。 

 

1) 検査において高低差を測定する巻尺及びレーザー距離計が校正・管理されていることを書面によ

り確認した。併せて現物の確認も行った。 

2) 日本機械工業株式会社の検査員が検査に必要な力量を有していることを書面により確認した。 

3) 揚水に使用する消防用吸管が設工認の対象品であることを目視により確認した。 

4) 消防自動車に設置されている水位計（フロート式）が水槽の水位と連動して動くことを目視により確

認した。 

5) 消防自動車の吸水口の下端から水面の高低差を検査員が測定し、その測定に立ち会うとともに

巻尺及びレーザー距離計の数値を目視で確認することで高低差 6.5 m 以上を確認した。 

6) 高低差 6.5 m で揚水を行い、消防自動車に設置されている水槽の水位計が上昇することを確認し

た。 

 

5)の高低差の測定の様子を図 3.2 に示す。高低差の測定は、水面に布を浮かべ治具を使用して行

った。レーザー距離計を使用した測定の様子を図 3.2(a)に示す。治具の先端にレーザー距離計を設置

できるようになっており、また治具には水平器が取り付けられているため、図 3.2.(a)のような消防自動車

の真下に水槽がない位置関係でも、吸水口の下端から水面までの距離がより正確に測定できるように

なっている。巻尺（鋼製）を使用した測定の様子を図 3.2(b)に示す。水面に浮かべた布まで鋼鉄製のチ

ェーンを下ろし、治具を用いて吸水口下端の高さの位置に目印をつけ、チェーンの先端から目印まで

を鋼製巻尺で測定した。図 3.3 に水位計の上昇の様子を示す。 

 

3.2 揚水性能検査の結果 

揚水性能検査を行い「高低差 6.5 m 以上を揚水できること」を確認した。また、揚水性能検査は、日

本機械工業株式会社の品質マネジメントシステムにより適切に実施されたことを確認した。併せて、大

洗研究所及び高温工学試験研究炉部の品質マネジメント関連文書に従い実施されたことを確認した。

また、揚水性能検査と合わせて、消防用ポンプの性能確認も実施した。性能確認の結果、大洗研究所

の消防自動車の消防用ポンプは、A-2 級に相当する性能を有していることが確認された。 
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4. 消防自動車の更新について 

 

大洗研究所の消防自動車は、平成 10 年に納品された物であり、令和 5 年現在で約 25 年経過して

いる。主に大洗研究所内を走行しているため走行距離は少ない状態であるが、メーカーからは更新を

推奨されている。本章では、将来の更新に当たってのポイントを検討・整理した。 

 

4.1 消防自動車の種類 

現在、大洗研究所で所有している消防自動車は化学消防ポンプ自動車であるが、設工認を満足す

ることに視点を置いた場合は、一般に販売されている水槽付消防ポンプ自動車で設計仕様を満足する

ことができる。一般的に水槽付消防ポンプ自動車は、化学消防ポンプ自動車よりも低価格であり、導入

費用を抑えることができる。しかし、泡消火剤を撒くことができる化学消防ポンプ車は、大洗町の消防活

動への貢献も考慮すると、港や船の火災の観点から水槽付消防ポンプ自動車より貢献できる可能性が

ある。一方で、水槽付消防ポンプ自動車でも火点にある程度近付く必要はあるものの、一般に販売さ

れているエアフォームノズル等を使用することにより泡消火剤を撒くことは可能である。このため、更新

時の選択肢としては、使用目的や機能、導入費用、ステークホルダーとの関係を考慮した上で選択す

べきと考えられる。 

 

4.2 工場等の立地条件 

設工認を満足するためには、消防自動車の製造時の納品前の検査として「高低差 6.5 m 以上を揚

水できること」を確認する必要がある。また、納品後も年に 1 回の頻度で工場等に赴き立会検査にて揚

水性能を確認する必要がある。さらに、原子炉運転時及び使用済燃料貯蔵プールに使用済燃料を貯

蔵している期間に消防自動車の不具合が発生した場合は、速やかに不具合を復旧させる必要がある。

このため、艤装部分に不具合が発生した場合においても、技術者の来訪又は消防自動車の工場等へ

の搬入をより短時間で実施する必要がある。加えて、使用済燃料を貯蔵している期間において、揚水

性能検査等のために大洗研究所から工場等に搬出していた時に BDBA が発生した場合は、早急に消

防自動車を大洗研究所へ戻す必要がある。これらを考慮すると、揚水性能検査等を実施できる工場等

が関東地方などの大洗研究所から日帰りできる範囲にあることが望ましい。 
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洗研究所及び高温工学試験研究炉部の品質マネジメント関連文書に従い実施されたことを確認した。

また、揚水性能検査と合わせて、消防用ポンプの性能確認も実施した。性能確認の結果、大洗研究所

の消防自動車の消防用ポンプは、A-2 級に相当する性能を有していることが確認された。 
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5. 結言 

 

HTTR では、新規制基準への対応の一環として新たに BDBA の想定を行うとともに、BDBA の拡大

防止対策を定めた。このうち、使用済燃料貯蔵プールに係る冷却水漏洩によって発生する BDBA の拡

大防止対策おいては、大洗研究所の消防自動車を使用することとし、拡大防止対策機器として選定し

た。選定した消防自動車の要求性能については、「高低差 6.5 m 以上を揚水できること」、「ポンプが動

力消防ポンプの技術上の規格を定める省令における B-2 級以上」、「1.0 m3 以上の水槽を装備してい

ること」とし、メーカーでの部品交換により所定の性能を満足することを確認した。これにより、BDBA の

拡大の防止対策機器としての使用前事業者検査を受検して合格し、HTTR の運転再開に貢献した。ま

た、大洗研究所の消防自動車は、導入から約 25 年経過しているため、将来の更新についての考え方

をまとめた。 
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表 2.1 使用済燃料貯蔵プールへの注水のために設工認申請書で申請した機器一覧 

 

種類 数量 仕様 

消防自動車 1 台

・ポンプが動力消防ポンプの技術上の規格を定

める省令における B-2 級以上 

・高低差 6.5 m 以上を揚水できること。 

・1.0 m3 以上の水槽を装備していること。 

緊急注水用 

ホース 

媒介金具 1 個

・結合金具に接続する消防用接続器具の構造、

性能等に係る技術基準に適合した媒介金具

（65A→40A）であること。 

消防用ホース 2 本

・長さが合計で 40 m（20 m×2 本）以上で呼称

40A であること。 

・消防用ホースの技術上の規格を定める省令に

適合した消防用ホースであること。 

ネジ込み式フランジ 1 個 ・呼び径が 1B(25A)であること。 

消防用吸管 1 本

・長さが 10 m 以上であること。 

・消防用吸管の技術上の規格を定める省令に適

合した消防用吸管であること。 
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表 2.2 消防用ポンプの級別と性能 
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図 2.1 原子炉建家使用済燃料貯蔵プールに関する BDBA における配管破損のイメージ 

 

 

 

 

図 2.2 プール水冷却浄化設備の冷却機能が喪失した場合のプール水温度評価例 
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図 2.3 サイフォン効果により使用済燃料貯蔵プール水が流出する事象の破損の想定 

 
 

 

 

 

 

図 2.1 原子炉建家使用済燃料貯蔵プールに関する BDBA における配管破損のイメージ 

 

 

 

 

図 2.2 プール水冷却浄化設備の冷却機能が喪失した場合のプール水温度評価例 
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(a) 前方からの外観 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 横方向からの外観 

 

 

図 2.4 大洗研究所の消防自動車 
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図 2.5 消防自動車から使用済燃料貯蔵プールへの注水イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.6 緊急注水用ホース接続イメージ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 前方からの外観 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 横方向からの外観 

 

 

図 2.4 大洗研究所の消防自動車 
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図 2.7 夏海湖からの取水位置（代表例）及び関連する建家の配置図 
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(a) 車両の停車位置及び消防用吸管の敷設 

 

 

 

 

(b) 共用水槽と消防自動車の高低差 

 

図 2.8 消防自動車による揚水時のイメージ（水源：HTTR 機械棟共用水槽） 

消防用吸管 

HTTR 機械棟 

共用水槽まで消防用吸管を延長 

 
 

 

 

図 2.7 夏海湖からの取水位置（代表例）及び関連する建家の配置図 
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(a) 車両の停車位置及び消防用吸管の敷設 

 

図 2.9 消防自動車による揚水時のイメージ（水源：夏海湖）(1/2)  
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(b) 夏海湖と消防自動車の高低差 

 

図 2.9 消防自動車による揚水時のイメージ（水源：夏海湖）(2/2) 

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 車両の停車位置及び消防用吸管の敷設 

 

図 2.9 消防自動車による揚水時のイメージ（水源：夏海湖）(1/2)  
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図 2.10 大洗研究所の消防自動車の水槽容量（銘板）  
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図 2.10 大洗研究所の消防自動車の水槽容量（銘板）  
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(a) レーザー距離計を使用した高低差の測定 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 巻尺（鋼製）を使用した高低差の測定 

図 3.2 高低差の測定の様子 

（場所：日本機械工業株式会社 八王子工場）  
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図 3.3 揚水に伴う水位計の上昇の様子 
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(a) レーザー距離計を使用した高低差の測定 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 巻尺（鋼製）を使用した高低差の測定 

図 3.2 高低差の測定の様子 

（場所：日本機械工業株式会社 八王子工場）  

レーザー距離計 

水槽 

消防用吸管 

目印 

巻尺（鋼製） 

鋼鉄製チェーン 

治具 

治具 

JAEA-Technology 2024-005

- 23 -



This is a blank page. 



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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